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近年、アフリカ大陸は次なる成長市場として世界的な注目を集めている。急激な人口増加、

都市化の進展、中間層の拡大、さらには経済格差の拡大を背景に、欧米諸国、中国、湾岸諸

国を中心とした外国企業の進出が加速しており、アフリカはもはや資源供給地にとどまら

ず、新たな消費市場および生産拠点として再定義されつつある。世界銀行や国連の推計によ

れば、サブサハラ・アフリカの都市人口は 2035 年までに現在の約 1.5 倍に達するとされて

おり、こうした人口動態は中長期的な需要拡大を支える構造的要因となっている。このよう

なマクロ環境の変化のなか、日本政府および日本企業もまた、アフリカ開発会議を政策的枠

組みとして、アフリカ市場への関与を段階的に強めてきた。従来の日本の対アフリカ関与は、

資源確保や ODA 付随型事業を中心としてきたが、近年では市場開拓や現地生産、サービス

提供を目的とする民間投資の比重が高まりつつある。日本企業にとってアフリカ進出は、短

期的な収益機会というよりも、中長期的な成長戦略の一環として位置づけられつつある。 

 

日本企業が進出するアフリカ諸国のうち、南アフリカ共和国、ケニア、エジプト、モロッ

コは、他のアフリカ諸国と比較して進出企業数が多い国として知られている。そのなかでも

モロッコは、アフリカ諸国の中で特異な位置を占めている。政治的安定性、比較的整備され

た港湾・道路・産業インフラ、外資誘致に積極的な産業政策、EU との自由貿易協定をはじ

めとする広範な国際経済ネットワークを背景に、モロッコはアフリカと欧州を結ぶ経済的

ハブとして機能してきた。モロッコ経済は長年にわたり欧州市場向けの事業および輸出に

強く依存してきた。欧州委員会の貿易統計によれば、2023 年時点においてモロッコの輸出

の約 65〜70％が EU 向けであり、同国は欧州市場向け製造拠点として国際分業体制に組み

込まれてきた。自動車産業、航空機関連産業、電気・電子部品、繊維産業などはその典型で

あり、タンジェやケニトラといった港湾・フリーゾーンを基盤として、欧州向け輸出志向型

産業が集積している。 

 

 
出典：JETRO による Japanese Companies In Morocco をもとに筆者作成。 
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しかしながら近年、モロッコの経済構造および事業展開の重心は、こうした欧州一極依存

型モデルから、国内市場およびアフリカ市場を視野に入れた多元的展開へと徐々に移行し

つつある。政策系シンクタンクである Policy Center for the New South の分析によれば、モロ

ッコの対アフリカ貿易額は 1990 年代後半以降、数量・金額ともに持続的な増加傾向を示し

ており、銀行、通信、建設、不動産といったサービス分野では、モロッコ企業が西アフリカ

諸国を中心に積極的な域内展開を進めている。また、アフリカ大陸自由貿易圏（AfCFTA）

を前提とした将来予測では、モロッコの輸出総額が中長期的に大幅に拡大する可能性が指

摘されており、その成長分の相当部分がアフリカ市場向けとなることが想定されている。 

 

このように、モロッコは依然として欧州市場との強固な経済関係を維持しつつも、国内消

費市場の拡大およびアフリカ市場への事業展開を新たな成長軸として位置づける段階に入

りつつある。この点において、モロッコは単なる欧州向けの生産拠点ではなく、アフリカ市

場への戦略的ゲートウェイとしての性格を強めていると評価できる。 

 

このため、モロッコは日系企業がアフリカ市場へ本格的に進出する際の土台を築く市場

として、戦略的に重要な国であるといえる。とりわけ自動車産業、機械、再生可能エネルギ

ー、教育・サービス分野においては、欧州市場向け事業で蓄積された制度運用や産業基盤を

活用しつつ、アフリカ市場向け展開を図る余地が大きい。 

 

一方で、日系企業のモロッコ進出は数量的には増加しているものの、その進出形態には一

定の特徴が見られる。すなわち、多くの日系企業は完全子会社や代表事務所の設置といった

形態を採用しており、現地モロッコ企業との合弁会社を設立するケースは極めて限定的で

ある。これは、東南アジアや中国など、日本企業が過去に合弁会社を通じて市場開拓を行っ

てきた地域と比較しても対照的であり、制度的制約が比較的少ないモロッコにおいて、なぜ

合弁会社が十分に活用されていないのかについては、十分な研究が行われていない。 

 

この問題意識は、筆者自身の実務経験からも強く認識されている。筆者は日本とモロッコ

の血を引く立場として、両国、さらには日本とアラブ世界を結ぶ架け橋となることを目指し、

日本の技術・サービスをモロッコ市場に導入し、持続的かつ社会的価値を提供する事業を展

開することを長期的な目標としている。現在、筆者はモロッコにおいて MONIINNOTECH 

の代表として、ジェトロのアフリカビジネスデスクの活動に関与するとともに、日本の上場

企業であるフォーカスシステムズおよびスプリックスの総合代理店として、モロッコ市場

の開拓に取り組んでいる。 

  

これらの活動を通じて、筆者は日本企業の製品・サービスを BtoG（政府向け）および BtoB

（企業向け）市場に導入し、一定の成果を上げてきた。こうした実務経験のなかでに、日本

本社側からは、モロッコ市場のみならず周辺国への展開も視野に入れた合弁会社の設立を

次の成長ステップとして捉え、検討する動きが見られる。実際にモロッコを拠点とした合弁
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会社を設立し、そこを中核として北アフリカや西アフリカ諸国へ事業を拡大するという構

想は、筆者の会社に限らず、多くの日本企業が描いている典型的な成長モデルである。 

 

しかしながら、実務現場では、合弁会社設立の議論が必ずしも円滑に進むとは限らない状

況がある。初期段階では前向きに進んでいた協議が、出資比率、意思決定権、責任分担、経

営権の所在といった論点をめぐって停滞し、最終的には明確な合意に至らないまま消滅す

る事例が繰り返し観察される。このような現象は、単なる個別企業の失敗ではなく、日本企

業とモロッコ企業の間に存在する構造的な問題である可能性が高い。 

 

以上を踏まえると、日本企業がモロッコ市場で合弁会社を通じて事業を拡大するために

は、合弁会社を設立した後の経営管理モデルを議論する以前に、そもそもなぜ合弁会社が設

立に至らないのかという前段階の問題を体系的に整理する必要があると考えられる。すな

わち、制度、契約、出資構造といった形式的・制度的要因（ハードレバー）だけでなく、信

頼関係、非公式慣行、意思決定の時間軸、関係構築のプロセスといった非形式的要因（ソフ

トレバー）を含めた分析が不可欠である。 

 

そこで本研究では、合弁会社を設立した後の経営管理モデルを直接提示することを目的

とするのではなく、合弁会社設立の前段階に焦点を当て、日本企業がモロッコ企業と合弁会

社を設立する際に直面するハードレバーおよびソフトレバーを分析することを目的とする。

本研究は、実務家にとってモロッコ企業とのパートナーシップを検討する際の経営判断材

料を提供すると同時に、国際経営論における合弁研究に対して、アフリカ市場という文脈か

ら新たな視座を提示するものである。 

 

表 1. ハードレバーとソフトレバーに大別した合弁会社の設立や継続に影響を及ぼす要因 
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なお、本研究は合弁会社研究の第一段階として位置づけられる。今後の研究課題としては、

実際に合弁会社が設立された後の経営管理モデル、ガバナンス構造、人材マネジメント、意

思決定プロセスについての実証的分析を行い、段階的に研究を深化させていく予定である。 

本研究は、モロッコにおいて日本企業と現地企業との間で合弁会社がほとんど成立してい

ないという経験的事実に着目し、その要因を制度的側面（ハードレバー）と関係的・行動的

側面（ソフトレバー）の両面から分析することを目的とする。日本企業は、東南アジアや中

国などの新興国市場においては合弁会社を通じた海外展開を豊富に経験してきたにもかか

わらず、モロッコでは合弁設立の試みが交渉段階で停滞・消滅する事例が繰り返し確認され

ている。この点は、国際経営論において一般的に支持されてきた制度的不確実性が高い市場

ほど合弁が合理的であるという理論的予測とも必ずしも整合しない。本研究は、この理論と

現実の乖離を説明することを研究課題として設定する。 

 

本論の構成として、第 1 章では上記のような研究の背景と目的を説明し、続く第 2 章で

は日本企業の対アフリカ進出の構造変化と、その中でのモロッコの戦略的位置づけを整理

する。近年、日系企業のアフリカ進出は資源確保や ODA 付随型から、市場開拓・生産拠点

構築へと性格を変えており、モロッコは政治的安定性、欧州市場との地理的・制度的近接性、

外資誘致制度の整備により、アフリカ進出の入口かつ広域展開の拠点として重要性を高め

ている。モロッコへの日系企業の進出企業数は 2010 年代以降に増加し、自動車部品や機械、

電子関連など輸出志向型製造業に集中している。立地もタンジェ、ケニトラ、カサブランカ

周辺といったフリーゾーン・産業加速ゾーンに集中しており、日系企業が賃金水準よりも制

度の予測可能性と行政運用の安定性を重視していることが示される。モロッコ会社法は合

弁設立を妨げるものではなく、SA、SARL、SAS など柔軟な企業形態が存在するが、日系企

業はガバナンスを自社で完結させやすい単独出資を意図的に選択している。また、組織運営

においても日本人駐在員が経営権限を集中して担い、現地人材の裁量は限定的であること、

金融機関との関係構築など非公式要素が実務上重要であることが確認される。 

 

一方で、モロッコに進出する日系企業の多くは完全子会社や代表事務所形態を採用して

おり、現地企業との合弁はほとんど見られない。この点は制度的制約では説明できず、交渉

段階における停滞という実務上の問題が存在することが示される。 

 

第 3 章では、合弁会社設立をする意義が経営理論上どのように認識されてきたかを、先行

研究をもとに整理する。合弁会社は、単独出資と比較して、リスク分散、現地資源へのアク

セス、制度適応を可能にする進出形態として位置づけられてきた。特に中国や東南アジアな

どの新興国研究では、制度的不確実性や関係依存性の高い環境において、合弁が合理的な選

択となることが実証されてきた。しかし、これらの研究は、外資規制の存在や巨大市場とい

う前提条件に依拠しており、アフリカ諸国のように外資規制が比較的緩やかで、かつ非公式

慣行が重要な環境にそのまま適用することには限界があることが指摘される。 
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第 4 章では、欧米企業とモロッコ企業との合弁事例や、日本企業の東南アジアにおける合

弁経験を参照し、比較分析を行う。欧米企業はモロッコにおいて、国営企業や有力民間企業

と出資比率やガバナンスを共有する合弁を通じて、制度環境と関係性を戦略的に活用して

いる。一方、日本企業は過去に合弁経験を有しているにもかかわらず、モロッコでは同様の

行動を取っていない点が浮き彫りとなる。 

 

第 5 章では、インタビュー調査に基づき、合弁設立が成立しなかった事例を分析する。交

渉は初期段階では前向きに進むものの、出資比率、意思決定権、責任分担をめぐる協議が長

期化し、明確な決裂を伴わないまま停滞・消滅するケースが多いことが明らかになる。日本

企業側はリスク管理や内部統制を重視する一方、モロッコ側は関係性の深化や実質的主導

権を重視しており、双方の合理性が噛み合わないまま交渉が進行している。 

 

第 6 章では、これらの結果を踏まえ、合弁不成立の要因をハード面（制度、契約、出資構

造）とソフト面（信頼形成、非公式慣行、意思決定の時間軸）の両視点から分析する。結論

として、制度や会社法そのものが障害となっているのではなく、形式的ガバナンスに依拠す

る日本企業の行動様式と、関係的ガバナンスを重視するモロッコ側の行動様式の間にある

ミスマッチが、交渉段階での停滞を生み出していることが示される。最後に、第 7 章では本

研究の結論として、合弁会社設立の不成立は文化的差異や一方的な失敗ではなく、制度と関

係の交錯の中で生じる構造的現象であることを示す。理論的には、関係的ガバナンスの視点

を導入することで、既存の合弁理論を補完する意義があり、実務的には、日本企業がモロッ

コで合弁を検討する際、契約設計以前に信頼形成や関係構築のプロセスを戦略的に位置づ

ける必要性が示唆される。 
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